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論説
技術経営における開発提携

中原秀登 
1 はじめに
日本経済は長きにわたる景気低迷を脱し，回復基調がみられつつある。
しかし企業間格差や地域経済格差の拡大はもとより 1)，経済のグローパ
ル化の進展により生産コストの安いアジア工業国に生産が移行するなど
日本経済は依然として厳しい状況にある。このような状況において経済
を活性化していくには，優れた開発力や技術力を活かした競争力ある製
品の開発や生産の効率化，市場の開拓などイノベーションへの取り組み
が企業に求められている。そこでは，従来にもまして市場ニーズへ対応
した独自のビジネスモデルの実現に相応しい技術力を保持，強化し，そ
れを事業へ活用し，競争力ある事業としてマネジメントすることが課題
となってくる。
ここに，事業競争力の源泉となる技術を開発，強化していく技術開発
戦略と，差別化要因となる技術力など経営資源を事業に投入し，競争優
位の事業ポジションを確立し，企業の成長，存続を図っていく経営戦略 
1 )中小企業と大企業を中心とした経済格差については，中小企業庁編 r2005年
版中小企業白書』ぎょうせい， 2005年， 177~179頁を，また地域聞や業種間
の経済格差については，中小企業庁編 r2007年版中小企業白書』ぎょうせい， 
2007年， 5 ~ll頁を参照。 
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とを密接に関連づけてマネジメントしていく方法論として技術経営 
(Management of Technology: MOT)が注目されることとなる。す
なわち技術開発戦略を経営戦略と統合し，新製品の開発，新規事業の創
出や企業成長によりイノベーションの活性化を図る技術経営への期待と
重要性の認識が高まってくる2)に伴い 技術経営が企業経営にとって改
めて重要な課題となってくる。
その中で，企業の研究開発を効率的に推進し，新規事業の創出などイ
ノベーションを実現していく開発戦略として 外部の開発力を戦略的に
活用していく開発提携の意義が高まっており 3)，その一つの形態である
大学等の技術移転に係る産学連携が注目されつつある4)。そのため技術
経営の観点から，開発提携も単に開発成果を効率的に産出し，強化する
企業の開発戦略としてではなく，開発成果を独自のコンセプトに基づく
事業へ活用し，競争力ある事業ポジションを構築し，企業成長をもたら
す経営戦略と関連づけて今一度考察していかなければならない。しかし
ながら技術経営において，これまで開発提携ないし産学連携は開発戦略
における外部開発力の活用として論じられ，経営戦略と関係づけて考察
されることは少なかった5)。
そこで本研究では，新製品の開発や新規事業の創出などイノベーショ
ンの実現にとって不可欠な開発戦略としての開発提携を，事業競争力の 
2 )わが国企業における技術経営の重要性については， I重要であるJ(27.4%) 
と「やや重要であるJ(31.0%)を合わせて58.4%の企業で技術経営が重要で、
あると認識されている。経済産業省・大学連携推進課『技術経営のすすめ一
産学連携による新たな人材育成に向けて-.12005年11月， 2頁。 
3)開発戦略における外部開発力の戦略的活用の意義については，拙稿「中小企
業の開発戦略に対する支援策としてのインキュベーションJ r千葉大学経済研
究』第17巻第 l号， 2002年 6月， 50~55頁を参照されたし。
4)大学等の技術移転に係る産学連携については，拙稿「産学連携による技術移
転Jf千葉大学経済研究j第21巻第 1号， 2006年6月，中小企業庁編 f2002年
版中小企業白書』ぎょうせい， 2002年， 107~114頁，同 f2003年版中小企業
白書』ぎょうせい， 2003年， 204~206頁を参照。 
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源泉となる技術を活用し，競争力ある事業としてマネジメントする技術
経営と関連づけ，その中で開発提携ないしその一形態としての産学連携
の特質とあり方について改めて考察していく。具体的には，まず技術経
営の特徴をイノベーション・プロセスのマネジメントの視点から吟味し，
イノベーションに不可欠な技術開発戦略を経営戦略と関連づけて考察し
ていく。次いで開発戦略の中で，外部の開発力を戦略的に活用していく
開発提携の意義について，現在の開発上の課題および開発活動の社内外
の境界を踏まえながら考察した上で，競争力ある事業としてイノベー
ション・プロセスをマネジメントする技術経営の視点から開発提携およ
びその一形態である産学連携の特徴を捉え直すとともに，そのあり方に
ついて考察していく。 
2 技術経営とイノベーション 
1 )技術経営の規定と特質
経営戦略に沿って技術力を事業に活用し，競争力ある事業として企業
成長を図るようマネジメントしていく方法論のーっとして技術経営があ
げられる。そこで，技術経営がどのような特質をもつのか，まずは技術
経営の概念規定を通してみていく。 
(1) 技術経営の規定
技術経営については，次のような概念規定がみられる。コカオグ 
5)技術経営の観点から開発提携ないし産学連携についての論述は，以下でみら
れる。知識創造に向けた企業連携の観点から論じた，山之内昭夫『新・技術
経営論j日本経済新聞社， 1992年， 249~258頁。アウトソ}シングの観点か
ら論じた，古田健二『テクノロジーマネジメントの考え方・すすめ方』中央
経済社， 2001年， 143~152頁。技術提携や産学連携の観点から論じた，根本
孝・歌代豊編『技術経営J学文社， 2006年，第 4，5章。産学連携の観点か
ら論じた，岡本史紀 rMOTイノベーション』森北出版， 2004年， 166~169頁。
産学共同研究の観点から論じた，丹羽清・山田肇編『技術経営戦略』生産性
出版， 1999年， 169~174頁。 
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ルによる「技術経営とは 技術の研究開発から運用の全過程に対し
ての戦略的・戦術的計画と運用管理であるJ6)をはじめ，山之内に
よる「技術経営とは，技術が関わる企業経営の創造的かっ戦略的な
イノベーションのマネジメントであるJ7)，経済産業省による「技
術を事業の核とする企業・組織が次世代の事業を継続的に創出し，
持続的発展を行うための創造的，かつ戦略的なイノベーションのマ
ネジメントである J8)などの定義づけがみられる。これらの定義づ
けから，技術経営はもちろん技術に係るマネジメントであるが，単
に技術に係る狭義の開発上の管理，運用にとどまらず，技術を事業
へ活用し，競争力ある事業として持続的に発展させていくためのイ
ノベーションのマネジメントに力点をおいた広義に捉えられたもの
となっている。
このように広義に捉えられる技術経営の概念規定について， 
MITのMOTプログラムによる技術経営を巡る研究テーマの展開を
通して図 1より改めてみていく 9)。当初，産業の競争力の源泉とし
図 1技術経営を巡る研究テーマの変遷
戦略的なイ
ンパクトの
大きさ 
1960年代 1970年代 1980年代 1990年代
資料)経済産業省・大学連携推進課『技術経営のすすめ一産学連携による新たな人
頁より作成。1月，11年2005 .] 材育成に向けて
6) Kocaoglu，D.F.，“Research and Educational Characteristics of the Engineer-
ing Management Discipline" ，IEEE Transαctions on Engineering M αnagement， 
1990，Vol.37，No. 3，pp. 172-176. (出典:丹羽清・山田肇，向上編著， 5頁。) 
7)山之内昭夫，前掲書， 27頁。 
8)経済産業省・大学連携推進課，前掲報告書， 1頁。 
9)三菱総合研究所編『標準MOTガイド』日経BP社， 2006年， 32頁。 
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ての技術に対していかに研究開発を効率的に行うかが重要な研究
テーマであった。そのため研究所の運営 なかでも研究開発者に対
する管理のあり方が，技術経営における研究テーマの中心であった。
具体的には，研究開発部門の管理の観点から研究開発テーマの発案，
評価，進捗管理，資金調達・配分，情報の収集，研究者の動機づけ
や教育・訓練およびそれに適した組織体制のあり方を内容とし，研
究開発をいかに効率的に行うかの管理が技術経営における中心的な
概念を規定することとなった。
ついで，国家的な大規模プロジ、エクトで得られた技術成果の産業
界への移転を含めて，技術成果を研究所から事業部へ，大学から産
業界へ，国内から海外へ移転する技術移転のあり方に研究テーマが
移り，技術移転のあり方までを含めて技術経営の概念規定が広がる
こととなった。さらに生産拠点の海外移転に伴う空洞化問題への対
応を含め，競争力の源泉としてのイノベーションを推進するために
技術開発の環境をいかに整備していくかに研究テーマの重点が移り，
技術経営の概念規定にイノベーションの視点が取り入れられること
となった。なかでもイノベーションを活性化するため，とくに旺盛
なチャレンジ精神をもっ人材の活発な流動化などイノベーションの
源泉としての知的資産をもたらす研究人材個々の能力を最大限に引
き出す競争環境のあり方に技術経営の重点がおかれた。これは，確
かに厳しい競争原理の貫徹されたベンチャー主導のイノベーション
を推進することとなった。しかしながら反面で，短期的な利益志向
により本来の目的である持続的なイノベーションの推進に必ずしも
結びっくものでなかった。
そこで，新技術や新規事業の創出などイノベーションを持続的に
推進するため，イノベーションの源泉である技術力を企業の中長期
的な方向性を規定する経営戦略といかに結びつけて考察していくか 
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に技術経営における研究テーマの重点が移ってきた。なかでも持続
的にイノベーションを実現するため 経営戦略として企業の事業構
成を転換させる上で重要な要素として社内ベンチャーや起業家育成
を中心に技術と市場を結びつけ，持続的に新技術を開発し，競争力
ある事業として確立していくマネジメントのあり方が技術経営の中
心的なテーマとなった。ここに 技術経営の概念規定において持続
的にイノベーションを推進していくための経営戦略の視点が包摂さ
れることとなった。
このように技術経営を巡る研究テーマの展開からも，技術経営は
単に研究開発部門の効率的な管理，運営を意味するのではなく，持
続的にイノベーションを推進すべく経営戦略の視点から技術力を事
業に活用し，競争力ある事業として市場で受け入れられ，普及して
いくようにマネジメントすることを意味するものとなる。したがっ
て技術経営とは，単に研究開発部門の管理，運営や技術移転など開
発成果の活用のあり方を対象とした狭義のマネジメントではなく，
新製品や新技術の開発，新規事業の創出等による持続的なイノベー
ションの推進に向けて経営戦略の視点から技術を事業に活用し，競
争力ある事業としてマネジメントしていくことであると規定される。 
(2) 技術経営の特質
技術経営は，経営戦略の視点から， rイノベーションを加速し，
産業競争力の強化を図るため，研究開発への投資だけでなく，技術
成果を事業に結びつけ経済的付加価値に転換するマネジメントが重
要であるj附との指摘にみられるように 持続的なイノベーション
の推進に向けて経営戦略の視点から技術力を事業に活用し，競争力 
10)経済産業省・大学連携推進課『技術経営のすすめ一産学連携による新たな人
材育成に向けて一.12003年10月， 2 ~ 3頁。 
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ある事業としてマネジメントすることを意味していた。そのため技
術経営では，単にイノベーションを喚起する技術に係る科学技術的
な知識の創出や組み換えを重視するのではなく，例えば「人びとの
いのちとくらしに貢献する」という企業理念に基づき， 2006年度か
ら始まった新中期経営計画 IGrowthAction-2010Jにおいて，エレ
クトロニクス，医療，環境・エネルギーの戦略的な新規事業分野で
の成長をめざし， IT技術，ナノテク材料技術，バイオ応用技術や
膜技術をコア技術に，表示パネル用電子材料，血液処理，燃料電池
を重点的な開発テーマとして位置づけている旭化成のケースにみら
れるように11)，持続的にイノベーションを推進すべく経営理念に基
づく中長期的な経営戦略の観点から競争力ある戦略的事業の構築に
必要な技術開発のあり方を重視することが求められる。まさに新た
な市場ニーズへ対応し，経済社会に新たな価値をもたらし，変革し
ていくイノベーションの実現を前提とした経営理念や経営戦略の策
定をはじめ，その実現に向けて経営資源としての技術力を事業へ配
分し，競争優位の事業ポジションを構築していく視点が技術経営で
は不可避となる。
これはまた，例えばこれからのユピキタス情報社会において新た
な価値を創出していく独自の luVALUEJの事業コンセプトの実
現に向けて，部門間や事業間での緊密な連携を通して技術や市場情
報の共有化を積極的に推進し，真の総合力を発揮していくことに取
り組んでいる目立のケースにみられるように12)，新製品や新技術の
開発，新規事業の創出による持続的なイノベーションの推進に不可
欠な経営戦略や事業コンセプトの策定をはじめ，研究開発，設計， 
1)旭化成株式会社『知的財産報告書j2004年3月， 1~ 6頁，同報告書， 2005 
年3月， 1~4 頁，同報告書， 2006年3月， 1~4 頁。 
12)株式会社日立製作所『研究開発及ぴ知的財産報告書2007年j，4 ~ 5，9 ~15頁。 
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生産，マーケテイングまでの各部門を関連づけてマネジメントして
いく，いわばイノベーション・プロセスのマネジメントを重視す
る同ことを技術経営では特徴とすると換言される。
いずれにしても技術経営は，単に技術を活用して事業を起こして
いく，いわば技術ありきの技術をどう捉えるかの視点ではなく，持
続的にイノベーションを推進するための経営戦略を出発点におき，
中長期的な観点からイノベーション・プロセスのマネジメントを重
視することを特徴とする。これは 良い技術さえ開発していれば自
ずと事業化され，事業収益につながるのではなく，経営戦略に基づ
いて競争力ある事業を確立することによってはじめて事業収益が得
られるのであり，まさにイノベーション・プロセスをマネジメント
することが技術経営の特徴であるとも換言される。 
2 )イノベーションとイノベーション・プロセス
持続的なイノベーションの実現に向けて経営戦略や独自の事業コンセ
プトの視点から技術を事業に活用し，競争力ある事業ポジションを構築
するようマネジメントしていく方法論として技術経営が取り上げられて
いた。新技術や新規事業の創出などにより持続的な事業の成長や発展を
もたらすイノベーションおよびイノベーション・プロセスと技術経営が
どのような関係にあるのか イノベーションおよびイノベーション・プ
ロセスの特質から改めてみていこう。 
(1) 	 イノベーション
イノベーションとは，その第一人者であるシュムベーターによる 
13)経済産業省でも， I的確な技術開発の目標設定及び開発戦略の構築，外部資源
等の活用によるイノベーションの活性化，イノベーション・プロセス・マネ
ジメントへの対応などがMOTにおける重点対象jと 技術経営において広範
なイノベーション・プロセスのマネジメントが重視されている。経済産業
省・大学連携推進課，前掲報告書， 1頁。 
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と14)，新しいものを生産するあるいは既存のものを新しい方法で生
産することを意味し，従来と異なるかたちで諸要素を結合すること
である。新結合によるイノベーションの形態として，①新製品の開
発，②新生産方法の開発，③新市場の開拓，④原料ないし半製品な
ど新しい供給源の獲得，⑤新しい組織改草の 5つをあげ，イノベー
ションを単なる新製品の開発だけでなく，工程の開発や組織改革を
含む広義な形で捉えられている。
またイノベーションの規定については，文部科学省科学技術政策
研究所により「市場に導入された新しいまたはかなり改善されたプ
ロダクト(商品またはサービス)，また社内での新しいあるいはか
なり改善されたプロセスの導入を意味し，…新しい技術開発，既存
技術の新しい組み合わせ，あるいは他の知識の利用の結果により起
こる jl5)と定義されている。ここでも，イノベーションは革新的な
製品開発ばかりでなく，新技術の開発ないし既存技術の利用や組み
合わせにより新規のあるいは改善されたプロダクトとプロセスの市
場導入までも含めて捉えられている。
さらにイノベーションについては，総合科学技術会議による「新
たな発明・発見が，経済・社会に大きな付加価値をもたらし，その
変革につながること J16)をはじめ，通商産業省イノベーション研究
会による「新しい技術の創出等の創造的活動によって生み出された
新しい財やサービスが社会に普及し，経済社会の変革がもたらされ
ること J17)，さらに一橋大学イノベーション研究センターでは， 
14) J.シュムベーター著，塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一訳『経済発展の
理論(上H岩波書店， 1977年， 180~185頁。 
15)科学技術政策研究所『全国イノベーション調査統計報告書j 2004年12月， 3頁。 
16)総合科学技術会議『イノベーション創出総合戦略j 2006年 5月23日， 1頁。 
17)通商産業省イノベーション研究会『イノベーション研究会中間報告J1998年 
6月， 1頁。 
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シュムベーターの定義を基本としながら，経済的な成果を目指し，
市場で実現される「経済成果をもたらす革新Jを重視した定義づけ18)
などがみられる。これらの定義づけから，イノベーションは新製品
の開発やそのための新たな科学技術的な知識の創出にとどまらず，
市場との相互作用の中で産出された財やサービスにより経済社会に
新たな価値をもたらし，変革していくプロセスまでを対象とした広
義の概念で促えられることとなる。
いずにしても新たな科学技術的知識の創出や既存知識の組み合わ
せにより新しいないし改善された製品やサービスをはじめ，新しい
生産方法の開発，市場の開拓などにより経済社会的に意義ある価値
をもたらし，浸透し，変革をもたらしていくことがイノベーション
である。 
(2) イノベーション・プロセス
新製品やサービスが新しい価値を経済社会にもたらし，普及して
いくイノベーションの進展については 図2にみられるように一つ
に基礎研究→応用研究→開発→製品化→生産→市場導入のプロセス
を辿るというリニアモデルの考え方がある。リニアモデルは，新た
な科学技術的知識を創出する基礎研究がイノベーションの出発点と
され，基礎研究の成果としての技術開発がイノベーションを促すと
いう意味でテクノロジー・プッシュの考え方に立つ。
しかしリニアモデルでは，イノベーション・プロセスの開始時の
みに基礎研究が作用し，イノベーションが基礎研究サイドからの単
一方向の流れで，しかも一回限りしかかかわらない唯一のプロセス
でしか示されず，イノベーションにおいて科学至上主義に陥りやす 
18)一橋大学イノベーション研究センター編『イノベーション・マネジメント入
門』日本経済新聞社， 2001年，第 l章。 
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図2 イノベーション・プロセスモデル
基礎研究 販売・市場導入
(科学技術的知識の創出) (市場の発見)
注)リニアモデル → 
連鎖モデル ー
ショートサイクルモデル ~> 
い。そのため市場ニーズを踏まえた事業コンセプトや経営戦略の立
場から技術開発を捉えていく技術経営において リニアモデルは必
ずしも有効なモデルとはいえない。
それに対して市場の発見がイノベーションの契機となり，しかも
市場の発見，製品化や研究・開発の各段階での情報がフィードパッ
クしながらイノベーションが進展すると考えるのが，クラインの提
唱する連鎖モデルである 19)。連鎖モデルの特徴は，イノベーション
の進展プロセスを科学技術的知識の生成プロセスと密接に関連づけ
ながらも，イノベーシヨンの出発点を市場の発見におき 20)，それに
適した将来の事業コンセプトの実現を追求する「市場プルjの考え
方を示した点にある。しかもイノベーション・プロセスの各段階で 
，nagementαResearch M ，Innovation is not a Linear Process"，“Kline，J.19) S Vol.28， 
No. 4，1985，pp. 36-45. 
20)市場を起点とする考え方は， r優良企業が成功するのは，顧客の声に鋭敏に耳
を傾け，顧客の次世代の要望に応えるように積極的に技術，製品，生産設備
に投資するためだjと，イノベーションの主導権は顧客，すなわち市場ニー
ズにあるとするクリステンセンの指摘の中にもみられる。クリステンセン著，
玉田俊平太監修・伊豆原弓訳『イノベーションのジレンマj朔泳社， 2001年， 
27~28頁。またイノベーションとは， r消費者が資源から得られる価値や満足
を変えることjとのドラッカーによる同様の主唱もみられる。 P. ドラッカー
著，上田惇生訳『イノベーションと起業家精神(上)jダイヤモンド社， 1997 
年， 49頁。ハメルも， rイノベーションは，過去の事例にとらわれず，まった
く新しい視点で顧客ニーズに対応していくものjと，イノベーションにおい
て市場ニーズを重視している。 G.ハメル著，鈴木主税・福嶋俊造訳『リー
デイング・ザ・レボリューション』日本経済新聞社， 2001年， 31頁。
、 、 ， ，， ， ， ‘ 、 、  
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情報がフィードパックする21)とした点にも，連鎖モデルの特徴がみ
られる。そのため連鎖モデルは，基礎研究，応用研究，開発，製品
化，生産，市場導入・普及といったイノベーションの各段階を相互
に適切にマネジメントすることで，科学技術的知識を新たな経済社
会的な価値の創造に結実させるとともに 市場ニーズから新しい科
学技術的知識の創出を促す機能を説明するモデルとなる。
つまり連鎖モデルは 科学技術的知識の創出や技術の積み上げが
必ずしも新製品やサービスをもたらし，イノベーションに結びつく
のではなく，市場の動向を的確に把握し，予測することにより，そ
れを基とした事業コンセプトの設定 製品化や市場導入などの事業
活動を通してイノベーションを具現化していくプロセスが重要であ
ることを特徴とする。そして新製品やサービスの市場導入が，新た
な市場ニーズをもたらし，次のイノベーションを引き起こすとの考
え方を連鎖モデルは特徴とする。まさにこのプロセスを効果的にマ
ネジメントすることが，持続的なイノベーションにとって重要な課
題となり，イノベーション・プロセスのマネジメントを重視する技
術経営にとって説得力あるモデルとなる。
その他，イノベーションモデルとして，欧米と比べて日本企業の
競争力の源泉を基礎研究ではなく，製品化や生産の事業化へ迅速に
直結する応用研究，開発を重視し，短期間で次々と製品を開発，生
産する漸進的な技術開発や改良にイノベーション・プロセスの特徴
があるとゴモリーの提唱する「ショートサイクルモデルj22)や，市
場の発見というより仮想的な市場を創出し それを新技術により出 
21)市場や生産といった川下部門から川上部門の研究開発への情報のフィード
パックが，イノベーションに大きく寄与するという実証研究からも，イノ
ベーション・プロセスにおける部門間での情報のフィードバックの重要性が
窺える。永田晃也「科学セクターから民間企業への知識フロー」技術革新型
企業創生プロジェクト， Discussion Paper Series 04-14，2004年12月， 5頁。 
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現させることがイノベーションにとって重要であり，仮想的な市場
に基づく画期的な新製品の開発によりイノベーション・プロセスを
説明するモデルもみられる23)。こうしたイノベーションモデルから，
将来の市場を想定しつつ研究開発へ取り組み，迅速な事業化を目指
す必要のあることが看取される。
いずれにしても新製品やサービスにより経済社会へ新たな価値を
もたらすイノベーションは，科学技術的知識をもたらす研究開発を
はじめ，製品開発，設計，生産や販売など様々な事業活動を通して
もたらされる。しかもこのイノベーション・プロセスをマネジメン
トしていく上で，研究開発からマーケテイングまでの事業化を同時
並行的に進め，リアルタイムで市場ニーズを研究開発に反映して新
規事業の創出に取り組んでいる旭化成にみられるように，市場ニー
ズの発見と研究開発のスムースな連携が不可欠となる刻。この連携
をスムースに展開するため イノベーションの実現に関わる科学技
術的知識の創出にとどまらず，競争力ある事業を確立していく応用
研究，開発，製品化や市場導入，さらに新たな市場ニーズを研究開
発へフィードパックしていくプロセス全体に対する体系的なマネジ
メントのあり方が大きな課題となってくる。まさにイノベーシヨ
ン・プロセスに係る事業活動を体系的にマネジメントする方法論と
して，技術経営が関係することとなる。 
22) 	Gomory. R.E，“From the Ladder of Science to the Product Development Cy-
cle"，Harvard Business Review，Vol.67，No. 6，1989，pp. 99-105. 
23) 	Alic，J，A.， L.M. Brascomb，H. Brooks.，Beyond Spinoff: Military and Commercial 
Technologies in a Changing World，Harvard Business School Press，1992. 
24)社内での開発・生産・営業各部門間の連携がスムースであるほど新製品の開
発成功の割合が高いことからも，開発一生産一販売活動の一体化した連携が，
イノベーションとしての新製品の開発にとって重要で、あることが理解される。
中小企業庁編 r2005年版中小企業白書.L 63頁。 
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3 )技術経営の背景
ところで，イノベーション・プロセスに係る事業活動の体系的なマネ
ジメントの方法論として技術経営の重要性が高まっていたが，その背景
について次にみていこう。
第 1に，従来の先行製品あるいは事業モデルに追随して効率良く事業
活動をマネジメントするキャッチアップ型の経営25)から，独自の事業構
想、に基づき創造的な製品を創出する あるいは独自の事業モデルをマネ
ジメントしていくフロントランナー型の経営が日本企業に対してより強
く求められるようになってきたことからである。すなわち表 lにみられ
るように，これまでの「作れば売れる時代jにおけるキャッチアップ型
の経営では，基本的に先行する製品や事業モデルに対して「どのように
合理的に作り売るか」の効率性の追求が主な経営課題であり，生産プロ
セスを中心とした技術力の強化や蓄積が技術経営のテーマであった。し
かしながら先行する製品や事業モデルがなく 自ら市場ニーズを先取り
した新規性の高い製品・サービスの提供を重視する「何を作り売るかJ
が問われるフロントランナー型の経営では，まずは新しい製品ないし事
業コンセプト自体の創出が重要な経営課題となる26)。そしてその実現に
ふさわしいクリエイティブな製品や技術の開発による事業マネジメント
への取り組みが，いわば持続的にイノベーションを推進していくために
どのように技術をマネジメントするかを重視した技術経営が求められる 
25)ポーターは，日本におけるオペレーションの効率性の向上は，ライバル企業
の動向を模倣し，それに改善を加えることによって達成されたとのキャッチ
アップ型の特徴を指摘している。 M.ポーター，竹内弘高共著，榊原麿理子
協力『日本の競争戦略』ダイヤモンド社， 2000年， 17~25頁。 
26)研究成果の事業化における成功要因ないし現在のボトルネック要因として，
「製品コンセプトづくりの段階における顧客ニーズの明確化Jと「技術を製
品コンセプトに具現化できる人材Jの2項目で最も高い回答がみられ，いず
れも研究成果の事業化における製品コンセプトの重要さが窺われる。『日経ピ
ズテック』日経BP社， NQ002，2004年， 117頁。 
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表 1 キャッチアップ型経営とフロントランナー型経営
キャッチアップ型経営 フロントランナー型経営
時 代
作れば売れる時代 何を作り，売るかの先行モ
デルのない不透明な時代
経営課題
先行する製品や事業モデル
に対して合理的に作り売る
かの効率性の追求
何を作り売るかの製品・事
業コンセプトの創出
技術経営の重点
生産や販売プロセスにおけ
る量産・量販技術やコスト
ダウン技術の強化，蓄積
プロダクトを中心とした持
続的なイノベーションを実
現するためのクリエイテイ
プな技術のマネジメント
こととなる。
そのためフロントランナー型経営では，まずイノベーションの起点で
ある市場ニーズに基づき，誰にどのようなベネフィットを与えるかの観
点から新しい事業機会となる事業アイデアの検討が必要となる  27)。つま
りユーザーが製品の特徴や技術に対してどのような価値を見出すかを明
確にした製品コンセプトを策定し，事業の基本的枠組みとなる事業モデ
ルを構築することが必要となる。すなわちユーザーの気づかない欲求や
必要性を充足する顧客起点のアプローチに基づき 顧客にとって魅力と
なる特色や競争相手に対する優位性を明確にした独自の事業コンセプト
の策定を通して，経営理念が具体化されると同時に，部門間での事業コ
ンセプトの共通認識により，競争力ある製品・サービスの開発や事業化
に向けて経営資源が効率的に投入されることとなる。まさにフロントラ  
27)経営革新におけるアイデアの源泉として， I顧客・取引先の要望，提案j，I顧
客の行動から察知Jといった顧客重視型の46.4%や， I市場の動向j，I競合他
社の動き」といった市場動向型の36.2%が， I個人的なアイデアj，I研究機関，
大学などの研究成果」といったアイデア型の 13.8%を大きく上回っている。
このことからも，イノベーションのアイデアの源泉として顧客や市場要因の
大きいことが窺われる。中小企業庁編 r2005年版中小企業白書，L49頁。 
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ンナーとして，単に革新的な技術を創出していくのではなく，ユーザー
や競合企業が満たしていないニーズを見出し，そのニーズを充足する新
しい製品や事業コンセプトの策定に基づき 技術を中心に競争力ある事
業を確立し，持続的にイノベーションを推進していくようマネジメント
していく方法論として技術経営が求められることとなる。
第 2に， IT (Information Technology)をはじめ，バイオやナノテク
ノロジーなど技術によるイノベーションとして経済社会への影響が大き
くなっていくとともに，イノベーションを持続的に実現していく経営資
源の中で，技術力が競争力ある事業を構築していく差別化要因として大
きな意義をもつようになってきたことからである。経営資源の中で，競
争力ある事業ポジションをもたらす差別化要因の特徴についてコリス/
モンゴメリーによりみていくとお)，標準化される有形資産は差別化が難
しく，競争優位をもたらす要因とはなりにくい。それに対してブランド，
技術的知識や特許といった無形資産，および企業固有の技術や知識等を
組み合わせることにより商品・サービスの差別化を図り，企業活動の効
率性を向上させる組織能力は 企業の競争優位をもたらす差別化要因と
なるという。その意味で，経営資源の中で競争優位をもたらす差別化要
因として技術的知識の保有や組み合わせ能力の意義が強いことから捌，
経営戦略に沿って競争力ある事業ポジションを構築する技術経営におい
て経営資源としての技術力の保有や事業への活用が重要な課題となる。
このことは，独自の事業コンセプトの実現に向けた差別化要因として，
また経済社会への影響の大きい経営資源としての技術力を迅速に強化， 
28)コリス/モンゴメリー著，根来竜之・蛭田啓・久保亮一訳『資源ベースの経
営戦略論』東洋経済新報社， 2004年， 45~46頁。 
29)競合他社に対して優れている経営資源として， I企画・提案能力J，I独自性の
ある商品を提供」ゃ「先進性のある技術の導入Jが大きくあげられており，
これら企画力や先進的な技術力の要因が経営資源の差別化要因として大きい
ことが窺える。中小企業庁編 f2005年版中小企業白書上 65頁。 
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蓄積し，事業へ活用し，競争力ある事業として確立していくかが企業経
営にとって重要な課題となってきたとも換言される。まさに独自の事業
コンセプトを実現するために不可欠な経営資源としての要素技術を市場
ニーズや競合企業の観点から開発，強化し，その技術力を事業へ活用し，
競争力ある事業ポジションを構築し マネジメントしていく方法論とし
て技術経営が求められることとなる。
第 3の理由は，一般に企業成長の原動力と考えられている研究開発
が30)，図 3にみられるように日本企業において1990年代半ば以降営業利
益へ必ずしもダイレクトに結びついていず，停滞した研究開発の効率性
への対応からである。もちろん事業収益に対する研究開発の効率性の問
題は，経営戦略面での事業コンセプトやビジネスモデルの構築が不十分
なことをはじめ，技術戦略面でのコア技術の不徹底さ，あるいは同じよ
うに研究開発費を投入しても市場の停滞により売上高が伸びない時では
売上高利益率が悪くなるなどの要因が考えられる。そもそも優れた技術
力があっても，製品化や生産していくレベルの品質マネジメントがなけ
れば技術力が活かされず，あるいは製品化し，生産しても必ずしも市場
で販売され，利益を生み出す保証のない31)ことは，技術的に成功したが，
売れずに事業として失敗した例が数多くみられることからも理解される。
これはまた，研究開発と事業化の中間段階において事業化の可能性を 
30)研究開発を企業成長の原動力と考える研究として， Morbey，Graham K.and 
R.M.Reithner，“How R & D Affects Sales Growth，Productivity and Profit-
ability"，Research Technology Management，May-June，1990，pp. 11-14.があげら
れる。他方で，企業成長に対する研究開発の意義が一般にいわれているほど
明確でないという主張もマッキンゼ一社による実証分析を通してみられる。
リチヤード・フォスター&サラ・カプラン著，柏木亮二訳『創造的破壊』期
泳杜， 2002年， 291~293頁。 
31)技術力が優れていることで売上利益率の「増加」は18.6%，Iやや増加」は 
24.6%に対して， I減少jは21.0%，Iやや減少」は15.6%と，優れた技術力
が必ずしも売上利益率の増加に全て結びつくとは限らないことが窺える。中
小企業庁編 r2006年版中小企業白書』ぎょうせい， 2006年， 128頁。 
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評価することの難しいことから研究開発の成果が死滅してしまう「死の
谷Jをはじめ，死の谷を克服して製品を市場に導入しても，ライバル企
業との競争に晒され，市場競争に敗れると製品化した技術が利益に結び
つかない「ダーウインの海J32)といわれる事業リスクとしても既に論じ
られている。
このように研究開発および開発成果を事業収益へ結びつけていく上で
種々の問題がみられるが，企業成長の原動力としての研究開発および開
発成果を事業へ活用し，競争力ある事業として確立し，事業収益へ効率
的に結びつけていくためにも，研究開発を経営戦略と明確に関連づけた
事業活動としてのイノベーション・プロセスを体系的にマネジメントし
ていく方法論として技術経営が求められることとなる33)。
ところで，研究開発を経営戦略と関連づけて競争力ある事業としてマ
ネジメントしていくことを重視する技術経営において，改めて経営戦略
と技術開発戦略の関係についてみていこう。 
3 技術経営と開発戦略 
1)経営戦略と技術開発戦略
企業の存続・発展のため競争力の源泉を究明し，事業コンセプトの策
定や経営資源の配分による事業のポジショニングに係るテーマを扱うの
が経営戦略論である34)。かわって企業の基本方針に関連させ，競争力あ
る事業ポジションを構築するために必要な経営資源としての技術を開発， 
32)ハーバード大学のL. Branscombにより提唱された「ダーウインの海jの特徴
については，寺本義也・山本尚利『技術経営の挑戦』筑摩書房， 2004年， 46~ 
50頁を参照。 
33)経済産業省の「イノベーション・スーパー・ハイウェイ構想Jにおいても，
知識の融合化をはじめ，市場ニーズと技術シーズの双方向化，経営戦略と研
究開発の一体化への取り組みがイノベーションの活性化において重視されて
いる。財政・経済一体改革会議『経済成長戦略大綱j2006年7月6日， 34~35頁。 
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強化し，事業へ割り当てていくのが技術開発戦略である。技術開発戦略
は，経営戦略と同様，企業の将来進むべき技術開発の方向性を示すもの
であり，そのため自社技術の強みと弱みを評価し，技術の組み合わせに
よるシナジー効果を考慮しながら，競争力ある事業を構築するために必
要な要素技術を開発，強化し，割り当てていくことである。
したがって技術開発戦略の策定に際しては 市場環境や技術予測など
を踏まえた経営戦略の実現に向けて自社技術の強みと弱みの評価に基づ
いて技術課題を抽出し そこで必要な要素技術の特徴を把握することが
必要となる。技術特徴の把握としては，例えば携帯でき，移動中に仕事
をしたいというユーザーニーズを単なる技術的な小型化や軽量化の特徴
とは勘違いせず，小型化や軽量化の技術によってもたらされる携帯でき，
移動中に仕事ができるというビジネスとしての価値評価に基づいて要素
技術の特徴を把握することが必要となる。あるいは部品間の調整や擦り
合わせを必要とするインテグラル製品に代表されるように，要素技術の
組み合わせをダイナミックに変ぇ 調整することで競争優位を追求する
よう製品全体のコンセプトから要素技術の特徴を把握することが必要と
なる。さらに技術課題の抽出や技術的特徴の把握を通して，事業戦略に
必要な要素技術と保有技術のギ、ヤツプも明確となり そこから必要な要
素技術を開発し，強化する開発戦略も明確となる。こうした技術開発戦
略の策定を通して，事業戦略に必要な要素技術が明確になると同時に，
要素技術を開発する開発戦略の位置づけが明確となり，経営戦略として
の事業コンセプトの実現に向けて技術をマネジメントしていく技術経営
と関連づけられる。 
34)中橋園蔵「競争戦略の発展J中橋園蔵・嘗間克雄編著『経営戦略のフロンテイ
ア』東京経済情報出版， 2001年， 3 ~22頁。また経営戦略論の規定をはじめ，
発展系譜，主要理論については，十川贋園編著『経営戦略論』中央経済社， 
2006年，第 1. 2章を参照。 
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そもそもイノベーションの前提として新たな市場ニーズへ対応してい
く先進的な事業コンセプトの策定をはじめ，経営資源としての技術力を
事業へ最適に配分し，その実現に向けて競争力ある事業ポジションを確
立していく経営戦略と，事業コンセプトを実現すべき技術課題の抽出や
技術的特徴の把握をはじめ，他社に対して競争優位を発揮すべき要素技
術の開発や強化に係る技術開発戦略は不可分の関係にある。イノベー
ション・プロセスの体系的なマネジメントを重視する技術経営において，
経営戦略と技術開発戦略は統合化されるものとなる。まさに技術開発戦
略と経営戦略とを一体化して競争力ある事業としてマネジメントし，イ
ノベーションの実現を図る方法論として技術経営が求められることとな
る。 
2 )開発戦略の課題
市場や技術の環境分析を踏まえた経営戦略の実現に向けて，差別化の
要因となる経営資源としての技術力を活用し，競争力ある事業としてマ
ネジメントしていく技術経営の観点から技術開発戦略を策定していく上
で，今後次のような開発上の課題が大きくなってくる。
第 lは，事業経営の根幹をなし，多様な事業分野へ応用可能でかつ他
社との差別化要因となる，まさに事業競争力の源泉となるコア技術を見
極め，経営戦略の中で明確に位置づけ，持続的に発展させていくことで
ある。コアコンピタンスとして競争力を発揮するコア技術を経営戦略の
中で明確にすることは，経営理念の実現に向けて技術力を活用し，競争
優位の観点から事業をマネジメントし，持続的にイノベーションを推進
していく技術経営にとって不可避となる。例えば，経営方針としての 
IInnovation by Chemistry Jの実現をめざして，有機合成化学，高分
子科学，バイオテクノロジー，ナノテクノロジーをコア技術に据え，情
報通信，自動車，ライフサイエンス，環境の 4つの戦略事業分野におい 
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て新しい価値の創造を追求している東レをはじめ 「分光・分析・光ナ
ノテクでナンバーワン」を経営方針に コア技術の分光技術により理化
学機器や科学計測分野で確固たる地位を築き 事業成長を実現している
東京インスツルメンツ(東京都江戸川区)などのケースがみられる 35)。
いずれにしても事業競争力の源泉となるコア技術を見極め，経営戦略
の中で明確に位置づけた上で さらに例えば 「科学と英知による絶え
ざる革新で，人びとのいのちとくらしに貢献する Jという経営理念に
沿って，ナイロンやポリエステル事業でコア技術としての合成高分子技
術を培い，石油化学関連事業を発展させ，またそこでの高分子加工技術
からコア技術としての膜技術を発展させ，フィルターを通して血液透析
を行う医療機器事業へ，あるいはエレクトロニクス事業として携帯電話
で使用されるリチウムイオン電池のセバレーター膜に活かすなどコア技
術を絶えず洗練して新規事業を展開してきた旭化成をはじめ， I確かな
技術から価値ある製品へjという経営戦略に沿って セラミックに係る
成形技術を基にテレビ用部品，加工技術を基に表示管部品，炭化物セラ
ミックを基にセラミックエンジン部品などセラミックに係るコア技術に
より競争力を発揮するとともに，事業領域を継続的に拡大してきた京セ
ラなどのケースにみられるように36) 単に保有するコア技術を新規事業
へ転用するのではなく，経営戦略に沿って何らかの新規機能を発現させ
るようにコア技術を絶えず洗練し，持続的に新製品や新規事業を生み出
し，持続的にイノベーションを実現させることが技術経営の開発課題と
なる。 
第 2の課題は，技術の標準化やグループ化などネットワーク効果の発 
35)東レについては，同社「研究・技術開発の方針J(http://www.toray.co.jp/tech-
nology/policy/index.html) ，東京インスツルメンツのケースについては，信金
中央金庫総合研究所『産業企業情報.118-9，2006年10月4日， 8 ~ 9頁を参照。 
36)京セラのケースについては，亀岡秋男・古川公成『イノベーション経営』放
送大学教育振興会， 2001年， 171~173頁を参照。 
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揮を重視した技術開発である。コストや品質以外にネットワーク効果の
発揮が重要な競争要因となる事業分野では，技術の標準化やグループ化
を規定するような技術開発が重要な課題となる。とくに市場規模の大き
い事業分野では，できるだけ広範に事業領域をカバーしうる，あるいは
経験効果や規模の経済性を発揮し，ブランドイメージを確立しうる標準
化技術を迅速に開発することが競争優位を発揮する上で重要な課題とな
る。そのため，例えば急速に拡大しつつある携帯電話市場において，第 
3世代携帯電話端末のグローパルスタンダードとなりうるプラット
フォームを開発し，迅速な実用化をめざして三菱電機と東芝がオープン
参加型の共同開発に取り組み，積極的に技術のグループ化を図ろうとし
ているケースがみられる 37)。
また技術の標準化やグループ化は，当該技術に係る取引コストの削減
や高額のパテント訴訟の回避をはじめ，多くのパートナーや顧客を囲い
込むなどの優位性をもたらすばかりでなく，技術の積極的な外部への公
開や提供により，社内外の異質な知識の学習機会を通して固有のケイパ
ピリティを高めることで新規事業を起こし，新たな市場を開拓し，持続
的な企業成長をもたらすオープン・イノベーションを促進することにも
つなカ宝る 38)。
いずれにしてもネットワーク効果を発揮し，技術の競争優位とともに，
競争力ある事業を確立しうるような標準化やグループ化を促すような技
術を開発していくことが，技術経営の開発戦略として重要な開発課題と
なる。
第 3は，開発初期段階での開発重視である。独自の事業コンセプトに 
37) W東芝プレスリリースj2002年 3月13日。 
38)オープン・イノベーションの特徴については， H.チェスブロウ著，大前恵
一朗訳  WOPENINNOV ATION-ハーバード流イノベーション戦略のすべて』
産業能率大学出版部， 2004年， 4 ~13頁を参照。 
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基づいて技術力を活用して競争力ある事業ポジションの確立をめざす技
術経営においては 以前にもまして将来の市場シェアの獲得をめざすプ
レ・コマーシャルなど39)独自の事業コンセプトからもたらされる将来の
市場ニーズを見据えた開発テーマの設定を含めた開発初期段階での綿密
な開発活動が重要な課題となってくる。というのも試作や実験によりコ
ストが急増し，追随者も増加していく開発後期の段階での設計変更，な
かでも概念設計をやり直すことになれば，開発コストの増大を招き，製
品の市場導入が遅れ40) 事業活動において競争力を発揮することが難し
くなるからである。そのため将来の新しい市場を明確にイメージする構
想力がより強く求められる初期段階でより綿密に開発を行うことが，コ
ストないし市場導入のタイミングで競争優位を発揮しいていく上で重要
な課題となる。この開発初期段階の重要性については，製品のアイデア
創造，アイデアの評価・分析，製品コンセプトの明確化，製品開発の計
画立案を可能な限り綿密に行うことによって製品開発の成功確率が高く
なるという FFE(Fuzzy Front End)理論によっても既に支持されてい
る41)。
また開発初期段階に際しては，将来の市場ニーズの視点から規定され
る製品コンセプトへの多様な適用可能性42)を考慮した開発も重要な課題
となってくる。例えば，図 4のように冷却部品 1の機能向上や小型化に
際して，モジ、ユラー型製品Aとしてのデスクトップパソコンでは，別の
同様の機能を持つ冷却ファンの部品 1/を購入して取り付ければ製品A
の問題は解決する。しかしながらインテグラル型製品Bとしてのノート
パソコンでは，同様の機能を持つ別の冷却ファンの部品 1/の取り付け 
39)ハメル/プラハラードによる未来の市場シェアをめざした競争としてプレ・
コマーシャルの特徴については，ハメル/プラハラード著，一候和生訳『コ
ア・コンピタンス経営j日本経済新聞社， 1995年，第 2章を参照。 
40)設計変更などによる製品の市場導入の遅れについては，竹林正明「現代的な
製品開発論の展開Jr組織科学.1Vol.35，No2，2001年， 9頁を参照。 
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だけでは問題はすべて解決するのではなく，プリント基板なと守余ったス
ペースをめぐり基板部品 1をはじめ，他の部品相互の擦り合せや調整が
必要となる。それが，インテグラル型製品Bの機能や品質，特性を高め，
事業の競争ポジションを確立していく重要な競争要因となる。まさに開
発初期段階において，部品相互の摺り合わせや調整など多様な適用可能
性を考慮して製品を開発することが，模倣をより困難とし，競争力ある
事業として技術力をマネジメントしていく技術経営における開発戦略と
図4 モジュラー型製品とインテグラル型製品
【モジュラー型製品] 【インテグラル型製品]
冷却部品 1
基板部品 1 
00部品 n
冷却部品 1' 
基板部品 1' 
00部品 n'
冷却部品 1' 
基板部品 1' 
00部品 n' 
41) クー パー は， FFE段階での製品アイデアの創造，初期の製品アイデアのスク
リーニング，アイデアの評価が，市場と技術双方での不確実性を低減する効
果について言及している。R.G. Cooper，“Predevelopment activities deter-
mine new product success"，lndustrial Marketing Management，Vol.17，No. 2， 
1988，pp. 237-248.またクラナ/ローゼンタールによる製品開発の前段階，す
なわちFFE段階における活動の不十分さが，プロダクト・イノベーションの
In-，“RosenthalR.S.，Khurana成功確率を低める要因の一つであるとの論及(A. 
tegrating the fuzzy front end of new product development"，Sloan Manage四 
ment Review，Vol.38，No. 2，1997，pp. 103-120.)や，モール/ベセミールによ
るFFE段階で変更を加えることは，イノベーション・プロセス全体を通して
みるとコストや労力を大幅に削減することができ，その効果は絶大なものが
あるとの論及 (W.L.Moore and E.A.Pressemier，Product planning and manage-
ment: designing and delivering value，McGraw-Hill，New York et al，1993，pp. 
89-116.)からも，製品開発の初期段階での開発の重要性が支持される。 
42)上位の発展性ある，改良改善の可能性ある，他の技術との補完性の高い「汎
用技術」のコンセプトについては， Bresnahan，T.F. and M. Trajtenberg， 
“General Purpose Technologies: Engines of Growth?"，Journal of Econometrics， 
Vol.65，No. 1，1995，pp. 83-108.を参照。 
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して重要な課題となってくる。
いずれにしても将来の市場を明確にイメージし，部品開での多様な調
整を含めて製品コンセプトをできる限り事前に精綴化した開発初期段階
において必要な開発資源を戦略的に投入し，綿密に開発を進めていくこ
とが，コストや市場導入のタイミングをはじめ，製品の機能や品質，特
性を高め，技術の適応領域を広めるなどの点で競争力ある事業としてマ
ネジメントしていく技術経営における重要な開発課題となる。
第 4は，開発活動における自前主義の見直しである。これまで企業は，
事業での占有的な開発成果の活用をめざし，自己完結型の開発を重視し
てきた。しかしながら先進的な独自の事業コンセプトに対して技術力を
適用し，競争力ある事業を構築していく上で，これまで以上に開発初期
段階での技術の標準化や部品相互間での調整を考慮し，しかも迅速な開
発が重視される中で，自社の技術資産を越える要素技術の獲得や技術力
の強化が必要となってくる。
そのため自前の開発の他に，高度な開発力ないし技術力を有する外部
組織と連携するなど外部の開発力を戦略的に活用していくことが重要な
開発戦略の課題となってくる。なかでも迅速に新規事業を展開していく
上で，開発のスピードを速めるために，例えば計測事業など主力事業に
ついては社内で開発した成果に基づいて事業化に取り組むが，その他新
規事業については取得特許情報など外部へ積極的に発信し，関心ある外
部のパートナーを積極的に活用しながら開拓を進めている本多電子の
ケースにみられるように43)，また図 5の自己負担研究費に占める社外支
出研究費比率や社内使用研究費に占める受入研究費比率など外部研究資
金比率の2000年以降の増加傾向にみられるように 自社の強い開発分野 
43)中小企業金融公庫総合研究所『中小企業の技術経営 (MOT)と人材育成』中
小公庫レポート， 2006年 3月， 34~35頁。 
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を選択し，そこに開発資源を集中する開発テーマの選択と集中を図ると
同時に，それ以外の開発分野では外部開発力の活用が必要となってくる。
また技術進歩が早く，開発領域が細分・複合化する中で必)，独自の事
業コンセプトに基づいて競争力ある事業を構築する上で，企業単独で全
ての事業ステージにわたる開発や技術課題への対応が困難となってくる。
これは，企業の開発戦略において基礎研究から開発，製品化や市場導入
などのイノベーション・プロセスを一貫して自己完結的に行うことが次
第に困難になるとともに 知的財産の社会的分業体制が進展する中で
「研究Jや「開発jの段階で大学・公的研究機関など，また「設計Jや
「製造Jの段階で部品・素材サプライヤーなど外部の開発力を戦略的に
活用していくことが課題となってくることを示唆している45)。
いずれにしても将来の明確な市場イメージに基づく独自の事業コンセ
プトに対して技術力を適用し，競争力ある事業の確立をめざす技術経営
の開発戦略として，経営戦略の中で持続的なイノベーションの源泉とな
るコア技術の明確な位置づけをはじめ 開発初期段階での技術の標準化
や部品相互の擦り合わせを考慮した綿密な開発，および自前主義の見直
しなどが重要な開発課題となってくる。 
4 技術経営と開発提携
経営資源として差別化の要因となる技術力を将来の市場ニーズを見据
えた明確な事業コンセプトに沿って活用し，競争力ある事業としてマネ 
44)技術分野の融合化については，菊田隆「技術分野間の融合・連携に関する課
題J r技術と経済』科学技術と経済の会， 2007年 3月号， 55~58頁を参照。 
45)外部開発力の活用先として，技術開発においては専門的な知識を必要とする
ため「大学・高専等の研究機関」が27.7%と最も多く，製品開発に関する提
携先では，販売先や納入先として「異業種の大企業」が31.9%と最も多く， r同
業種の大企業」が20.2%で続いている。村上雄次「ベンチャー企業の成長段
階別経営特性と課題J r商工金融』商工総合研究所， 2000年2月， 66~67頁。 
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ジメントしていく技術経営の視点からみた開発戦略として，経営戦略の
中でコア技術を明確に位置づけ，標準化や部品相互の擦り合わせを考慮
した技術を開発初期段階で綿密に開発することが求められていた。その
ためコアとなる自前の開発領域と外部開発力を活用する領域を明確にす
る，いわば自前主義の開発を見直す必要があった。そこで，企業の開発
戦略における開発活動の社内外の境界のあり方について改めてみていく。 
1 )開発活動の社内外の境界
開発活動の社内外の境界について まずはウィリアムソンやティース
&アルモアによる取引コスト論46)の考え方を援用すると，競争力の要因
として製品技術の暗黙性から次のように説明される。開発成果に関与す
る集団関の絶え間ない記述不可能なスキルや知識に関連し，競争力の要
因となる暗黙性47)の高い製品技術の開発ほど，開発技術は複雑で記号化
しにくく，そうした開発技術を市場へ移転し，取引する効率性は低下す
ることとなる。そのため暗黙性の高い製品技術や事業での開発ほど，社
内で、開発を行った方が取引コストを節約できることから，当該製品の技
術や事業での開発は内部化され 自前で行われることとなる。したがっ
て製品技術の暗黙性という差別化要因により競争優位を発揮する製品技
術や事業での開発活動は，取引コストを節約するため内部化されること 
46) Williamson，O.E.， Economic Theory of Capitalism，New Y ork Free Press，1985. 
Teece，D.，&Armour，H.，“Innovation and Divestiture in the U.S.Oil Indus-
try"，in D.]. Teece (eds.)，R &D in Energy，Stanford U niversity Institute for 
Energy Studies，1977. 
47)暗黙性については， M.ポラニー著，佐藤敬三訳『暗黙知の次元一言語から
非言語へ』紀伊国屋書庖， 1980年， 50頁を参照。またパヴイツトも，科学技
術的知識やスキルのほとんどは人間に埋め込まれたものであると，記述不可
能なスキルに含まれた知識に関連する暗黙性の特徴を論じている。 Pavit，K.， 
“What We Know About the Strategic Management of Technology"，Califor-
nia Management Review，Vol.33，No. 3，1990，pp. 17-26. 
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となる。
ついで，開発活動の社内外の境界を説明する理論として「能力理論」
がある。競争力の要因である技術力やブランド力など企業の保有する能
力は企業の間で異なり，しかも能力を形成・維持するために必要な費用
や時間も異なる。このため外部開発力を評価，吸収していく能力を含め
た社内と社外で保有する あるいは必要な能力を社内と社外で構築する
費用や時間の相対的な関係から開発活動の社内外の境界が決定される。
すなわち競争力ある事業の構築に必要な技術力の保有，あるいは技術力
の構築に要する費用や時間において相対的に社内が有利であれば，開発
活動は内部化されることとなる。
また能力理論では 現時点での開発活動が将来の技術力を変えていく
ダイナミックな効果までも考慮されている。すなわち事業へダイレクト
に活用する現有の技術力ばかりでなく，開発活動の学習プロセスを通し
て組織の潜在的な技術力の強化 蓄積というダイナミックなプロセスも
能力理論では考慮されている。したがって社内の技術力が高くあるいは
社内での開発費用や開発時間が有利な開発はもとより，長期にわたって
開発を経験，学習し，技術力を蓄積して将来の新しい事業コンセプトに
活用し，競争力ある事業を自ら構築していく場合も，現時点において社
内で保有する技術力が相対的に乏しく費用高で，長時間を要す開発でも
内部化され，自前で行われることとなる。
その反面で，事業の基盤となる技術が高度化，複合化する中で，開発
をスピードアップし 開発コストや開発リスクを軽減するなど開発の効
率性の観点から自前による開発活動の有効性が低下し，事業で競争優位
が発揮できない場合，開発活動の外部化が志向される。すなわち技術の
高度化をはじめとした開発競争の激化に伴い，技術開発において解決す
べき課題が従前にもまして増大し その結果開発に要する時間や費用が
増大し，さらに製品ライフサイクルの短縮化48)に伴い，開発費の早期回 
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収など開発の効率性に基づき競争優位を発揮し，競争力ある事業を確立
していく場合，自社の開発力にのみ依存するのではなく，外部の開発力
を活用することで開発優位性を享受していくために開発活動は外部化さ
れることとなる。また共同開発など外部開発力の活用により保有技術と
のシナジー効果による技術の差別化を通して競争力ある事業を構築し，
展開する場合の開発活動も外部化されることとなる。 
2 )開発提携
開発活動に対する社内外の境界については 取引コストや能力理論を
基に理論的にアプローチされるが，技術力を活用して競争力ある事業を
確立し，持続的にイノベーションをマネジメントしていく技術経営の視
点からみた企業の開発戦略において，自前主義を見直し，外部の科学的
知識や開発資源を活用していく重要性が高まっていた49)。外部の開発力
を活用していく場合 開発を優位に実現しようという戦略的目的の下で
それぞれが独立性を保持しながら開発において双務的かつ互恵的な協力
関係をとっていくことが開発提携である 50)。その意味で，開発提携にお
いてはパートナー間での支配，服従という一方的な関係よりも，むしろ
開発コストの軽減 開発力の強化や技術のグループ化など特定の目的の
実現に向けて，確かにパートナー間で協力関係がみられるが，それぞれ 
48)ヒット商品のライフサイクルについて， 1980年代では 5年超が46.5%，3 ~ 
5年未満が29.6%を占めていたが， 2000年代ではそれぞれ5.6%，19.6%と減
少し，代わって l年未満が1.7%から 18.9%，1~2 年未満が9.8%から 
32.9%へとそれぞれ大きく伸び ヒット商品のライフサイクルの短くなって
いることが理解される。中小企業庁編『中小企業白書2005年版.1， 37頁。 
49)相対的に経営資源の乏しい中小企業の外部提携については，技術開発での提
携が66.2%，次いで製品開発での提携が61.5%で行われており，開発に係る
提携の活発であることが窺われる。村上雄次，前掲稿， 65頁。 
50)開発提携の規定や特質については，拙著『研究開発のグローパル戦略』千倉
書房， 2000年， 104~107頁， 122~127頁を参照。 
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の独立性が保持されていることから 例えば半導体などの特許でクロス
ライセンス契約を結ぴ協力関係にあるソニーとサムスン電子の提携にお
いて，製品の差別化要素となる液晶やディスプレイ関連技術など独自の
特許は提携外とされ，当該分野では競争関係にあるように51)，提携関係
以外の分野では競合関係がみられることもあり，きわめて弾力的な協力
関係を特徴とする52)。
開発提携は，第 1に必要な要素技術の導入ないし融合により従来の延
長線上にない非連続の新規事業を構築し，企業の成長，存続を図ってい
く要因から行われる。例えば新たなライフサイエンス事業へのシフト
を打ち出す三菱化学とコンピュータのハードからソフトの新たな事業へ
の転身を図る富士通が それぞれ新規事業分野となるゲノム創薬など 
ITを活用したバイオ分野で今後広く協力関係をとり，企業成長を図ろ
うとしているケースがみられる問。その意味で 開発提携は単に革新的
な技術を効率的に開発ないし獲得していく開発戦略としてではなく，新
規事業の確立に不可欠な要素技術を効率的に獲得ないし強化し，新規事
業で競争力を確立し，新たな成長，存続を図っていく技術経営にとって
不可避な開発戦略として位置づけられる。
第2に，模倣や追随リスクを含めた開発や事業化リスクを軽減するこ
とで競争力ある事業としてマネジメントしていく要因から開発提携がと
られる。模倣リスクについては，確かに法的措置として特許により保護
されているが，プロセス・イノベーションを中心に合法的な迂回発明を
特許申請しない弘)ことを含めて，特許によってのみ全ての事業活動にお 
51) rソニープレスリリース.12004年12月14日。 
52)ハメル/ドッズ/プラハラードも，戦略的提携の特徴を「競争的協調」で示
し，協調の中での競争的側面を強調している。 Hamel，G.，Y.L.Do回z & c.K. 
Prahaladι， 
Review，January胴 February，1989，p. 13. 
53) r日本経済新聞.12001年3月6日， r富士通プレスリリース.12003年5月28日。 
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いて模倣や追随リスクを完全に防ぐことはできない。こうした問題を含
めて開発リスクの高まる開発活動に対して，外部の有力な科学技術的知
識や開発資源を活用する開発提携によって開発リスクを軽減するばかり
でなく，パートナ一間での模倣や追随リスクの軽減をはじめ，ブランド
や人的ネットワークなど外部の経営資源を活用することにより事業化リ
スクを軽減し，競争力ある事業としてマネジメントする効果にも期待さ
れる。それは，例えばスピーデイな製品開発をめざすとともに，特許使
用料の軽減をはじめ，特許審査など特許関連作業の効率化のほか，訴訟
リスクの回避による事業の効率的なマネジメントをめざして半導体技術
など製品開発のベースとなる特許のクロスライセンス契約を結んだソ
ニーとサムスン電子のケースにおいてみられる。この意味で，開発提携
は単なる開発リスクを軽減する開発効率性の追求に資する開発戦略とし
てではなく，開発リスクの軽減や特許係争の回避を通した開発優位の追
求により事業化や模倣リスクを軽減し，競争力ある事業を確立する技術
経営にとっても重要な開発戦略といえる。
第 3に，過剰な開発投資の軽減や迅速な開発などの開発優位性を基に
事業活動において競争力を発揮していくために開発提携がとられる。事
業活動において競争力を発揮していく上で 単に市場ニーズに沿った製
品・サービスを提供するだけでなく，コスト的にあるいは他社に先駆け
てタイムリーに市場へ導入していくことが重要な競争要因となる。他方
で，先発者として創業者利得を目指した開発競争や事業競争は，同様の
開発ないし事業分野での競争を過剰に展開し，社会的にみて重複した過
剰投資につながる可能性がある 55)。あるいは同じ領域での開発競争は， 
54)医薬品産業における迂回発明を特許申請しないことについては，伊地知寛
博・小田切宏之『全国イノベーション調査における医薬品産業の比較分析』
科学技術政策研究所， 2006年1月， 44頁を参照。 
5)日本の半導体産業における同質的競争による過剰設備投資の問題については， 
M.ポーター著，前掲訳書『日本の競争戦略.1， 124頁を参照。 
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開発技術の類似化をもたらし，開発製品のライフサイクルやその収益期
間を短縮し，開発投資の償却を困難とする56)など事業活動において競争
優位を十分発揮できない可能性をもたらす。
そこで，提携を通してパートナ一同士での過剰な開発投資や無駄な重
複投資を回避し57)，タイムリーな開発や事業化により競争力ある事業の
確立に資する開発戦略として開発提携は期待される。つまり開発提携は，
単に無駄な重複投資を回避し，迅速に開発する開発戦略としてではなく，
無駄な開発投資を削減し タイムリーな開発により競争力ある事業を確
立していく技術経営にとっても重要な開発戦略といえる。
いずれにしても開発提携は，単に迅速な開発をはじめ，開発費用や開
発リスクを軽減するなど開発の効率性を追求するための開発戦略として
ではなく，市場参入のタイミングが重要で，投資負担の大きいあるいは
リスクの高い事業の技術基盤を効率的に確立し 強化することで競争力
ある事業としてマネジメントしていく技術経営にとっても重要な意義を
もってくる。この意味で，開発提携は過剰な開発投資や無駄な重複投資
を回避しながらタイムリーに事業を立ち上げて競争優位を発揮していく
技術経営にとって不可避な開発戦略といえる。 
3	)開発提携のマネジメント 
開発提携は，経営資源として差別化要因となる技術力のシナジー効 
56)半導体DRAMの価格が半分になる期間は， 1Mで 5年以上， 4Mで4年， 16 
Mで2年， 64Mで0.5年と，技術の高度化につれて価格維持は逆に短縮してい
る。このことからも，半導体の開発や市場導入のタイミング，および開発投
資の償却が大きな課題となってくることが理解される。古田健二 iR&Dアウ
トソーシングの現状と推進法J r研究開発マネジメント』アーバンプロデユー
ス杜， 2001年 1月， 15頁。 
57)共同研究開発など提携による重複投資における無駄の回避については，高山
誠「ナンバーワン戦略よりオンリーワン戦略へJ r研究技術計画JVol.19，NQ 
1/2，2004年， 58~61頁を参照。 
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果58)などを通して戦略的に強化し，また開発コストの軽減など開発の効
率性を通して競争力ある事業としてマネジメントしていく技術経営に
とって不可欠な開発戦略であった。しかしながら開発提携には，外部開
発力の評価や活用コストをはじめ，開発成果に対する占有効果の制約，
調整コストや外部開発力の吸収・学習能力の負担など様々な問題がみら
れる59)。それは，技術力を活用して競争力ある事業を確立し，持続的に
イノベーションをマネジメントしていく技術経営における開発戦略とし
ても大きな課題となってくる。
そこで，技術経営の観点から開発提携をマネジメントする上での要件
についてみていく。まず第 1は，開発提携の意図や目標を明確にし，そ
れを事業コンセプトあるいは経営戦略と関連づけることである。開発提
携の意図や目標はもとより，経営戦略との関連づけが不明確な場合，経
営戦略としての開発提携の位置づけや評価が暖昧となり，経営戦略とし
て全社的な共通認識に基づく部門間の協力体制も不十分なものとなる。
その結果，開発提携による成果を経営戦略に沿った事業に活用し，競争
力ある事業として確立し，持続的にイノベーションをマネジメントして
いく技術経営の開発戦略としての意義が低くなるからである。
したがって例えば，急速に拡大を続ける薄型テレビ市場の中で，とく
に伸張著しい大画面プラズマテレビの開発において，製品ラインアップ
の充実やコストダウンを中心とした開発効率性の向上という明確な開発
提携の目的の下で，目立はパートナーと新しい価値を生み出す協創を重
視した「協創と収益の経営」という経営方針の中で，また松下も薄型テ
レビを重点戦略事業とする新中期計画 iGP3計画Jそれぞれの経営戦略 
58)ノーリア/ガルシアは，戦略提携による企業競争力の強化やシナジー効果に
ついて論じている。 Nohria，N. and C.Garcia-Pont，“Global strategic linkages 
and industry structure"，Strategic Management Journal，Vol.12，1991 Special 
Issue，pp. 105-124. 
59)開発提携の課題については，拙著，前掲書， 127~137頁を参照されたし。 
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の中で開発提携を明確に位置づけてプラズマテレビ事業で両社が包括的
協業を進めているケースにみられるように60)，開発提携の目的を明確に
し，かつ経営戦略との関連性を明確にすることによって，はじめて経営
戦略に対する開発提携による開発成果の意味内容が明確に認識され，そ
れに基づいて競争力ある事業としてイノベーション・プロセスをマネジ
メントしていく上で必要な経営資源が効率的に投入されることとなる。
これはまた，明確な開発提携の意図をもち，経営戦略との関連性を明確
にした上で提携先を探索し，積極的にアクセスすることが，技術経営に
おける開発提携の効果を高めることにつながると換言されよう。
第 2は，提携能力の強化である。開発提携の目標を実現するためには，
外部の優れた開発力にアクセスし，それを戦略的に活用する提携能力自
体が備わっていなければ，提携関係の構築はもとより提携関係からの成
果も十分に得られないし，活用もされない。そのため開発提携を通して
競争力ある事業を確立できるだけの魅力的な経営資源を自ら保有するこ
とはもとより，提携の経験を蓄積し，提携により研究開発や事業活動上
の相乗効果を発揮し，受容する能力の強化が必要となる61)。例えば，保
有する技術や知的財産の強さおよび蓄積量が重要な提携要素となり，ス
ケールメリットによるコスト効率性の向上と顧客ニーズへの早期対応を
めざしてHDDの磁気ヘッドで共同開発の戦略的提携を結んだTDKと富
士通のケース，あるいはカシオの強みであるデジタル画像処理や高密度 
60) W松下プレスリリースj2007年5月24日。 
61)コーエン/レピンタールは，企業のイノベーションにとって外部資源の活用
が不可欠であり，そのため外部の知識を吸収する能力の重要性について論じ
ている。 Cohen.W.M.. and Levinthal. D.A..“Innovation and Learning: The 
two faces of R &D". The Economic Journal. Vol.9. 1989. pp. 569-596.ハメル
も，企業目標として国際戦略提携を通して自社にない知識を内部化(学習)
することの重要性を論じている。 Hamel.G. “Copetition for Competence and 
Interpartner Learning within International Strategic Alliances". Strategic 
Management Journal. Vol.12. 1991. pp. 90-98. 
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実装技術と，目立の得意とする高速データ通信システムの開発やデバイ
ス活用技術，システム設計技術といった各社の強みを活用することで，
開発コストを抑え，開発スピードの向上により携帯電話事業の安定化と
海外ビジネスの強化をめざしてCDMAベースの携帯電話のプラット
フォームの共同開発で提携したケースなどがみられる62)。
これは，技術経営において開発提携をマネジメントしていくには，提
携を通してパートナーの強みを活用することで新たな価値を生み出し，
競争力ある事業として確立していくようコア技術など自ら強みとなる経
営資源をもち，他社に提携したいと思わせるだけの魅力をもつことが必
要条件となることを示唆している。その意味で技術経営での開発提携に
あたっては，提携に至るような競争力ある技術・ノウハウを保持する必
要があり，そのためにも自社の競争力の源泉であるコア技術を見極め，
常に洗練させていくことが重要であると換言される。
いずれにしても技術経営の開発戦略として開発提携をマネジメントす
る上で，効果的な提携関係により競争力ある事業を確立すべく技術力を
中心とした提携能力を強化，蓄積していくことが重視されなければなら
ない63)。
第3に， トップによる開発提携へのコミットメントと，その上で提携
先との信頼関係の構築が必要となる。技術経営の視点から開発提携をマ
ネジメントしていく上で，経営戦略と明確に関連づけられた開発提携に
対しても当然トップのコミットメントが不可欠となる64)。開発提携への 
62) rTDKプレスリリー ス.12004年7月29日， r富士通プレスリリース.12004年7
月29日， rカシオプレスリリース.12003年11月18日。 
63)イノベーションを実現した企業の方が，実現しなかった企業よりイノベー
ションのために共同開発など開発において高い比率で協力関係をとっている
という調査結果がみられる。伊地知寛博・小田切宏之，前掲報告書， 18頁。
このように開発関係で協力を取り決める能力(提携能力)の高い企業ほど，
イノベーションを実現する確率も高いという相関からも，イノベーションに
対する提携能力の強化の重要性が窺われる。 
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トップのコミットによって はじめてパートナ一間で提携目標のより強
い共有化が図られ，提携先とのより強固な信頼関係が構築されることと
なる。そうした信頼関係の下で提携の責務をはじめ，状況変化への対応，
成果活用のアウトラインなども明確となる。
またパートナー間での提携目的や考え方などを理解する相互信頼関係
の構築を通して，開発提携に必要なそれぞれのアイデアが積極的に表明
されるなど自発的に協力するようになり，より大きな開発提携の効果が
期待される。これは，開発提携に当たっては，提携に対するパートナー
の本格的な取り組みが重要であり そのため参加企業の経営者の強いコ
ミットメントが不可避であることを示唆している。いずれにしても技術
経営の下で開発提携をマネジメントする上で トップによる開発提携へ
のコミットメントと提携先との相互信頼関係の構築が重視されなければ
ならない。
第 4に，中長期的な視点から開発提携に取り組む必要がある。事業競
争力の要因となる技術力や組織能力は，社内外の経営資源を組み合わせ，
学習しながら発展していくダイナミックなものである。そのため短期的
な開発提携のパフォーマンスに固執すると，提携先との間で信頼関係を
構築することが難しいばかりでなく 提携を通して競争力ある事業の構
築に不可欠な技術力の育成，強化に対する十分な効果も期待できない。
したがって技術経営の開発戦略として開発提携をマネジメントする上
で，中期経営計画 iGrowthAction-2010Jの中で外部開発力の活用重視
を明確に位置づけている旭化成や，経営理念の中で自主独創と同時に，
大学や顧客との協創を明確に位置づけている目立のケースにみられるよ 
64)開発提携の中で，共同研究開発に対する社長の関与は40%(中小企業の49%，
大企業の17%) という調査結果がみられ，規模の点から大企業に比べて中小
企業のトップによる共同開発へのコミットメントが強くなっている。岡室博
之「中小企業の技術提携への取り組みは大企業とどのように異なるのかJ r商
工金融』商工総合研究所， 2006年6月， 39頁。 
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うに，技術力の強化，育成をはじめ，競争力ある事業を確立し，積極的
なイノベーションの実現につながるよう中長期的な視点から開発提携へ
取り組む必要があろう。 
5 開発提携としての産学連携 
1 )産学聞の技術移転
我が国産業の競争力を支える要素として科学技術力を考えると，企業
だけでなく，大学や研究機関等のもつ科学技術力も高いことから65)，経
営戦略に沿って科学技術的知識を活用し，競争力ある事業としてマネジ
メントしていく技術経営の開発戦略にとって大学等の外部の知的リソー
スを活用していく産学連携が注目されることとなる。
産学連携の要因に関しては，組織は自分にとって重要な資源をコント
ロールする他組織の意向に従うという資源依存論66)に依拠すると次のよ
うに説明される。すなわち企業は，大学が必要としている資金や開発情
報，そして卒業生の就職先といった「資源」をコントロールする一方で，
大学は企業が必要としている基礎研究能力や先端技術，人材としての卒
業生といった「資源」をコントロールしていることから，産学双方の連
携が図られることとなる。この考え方から，企業は大学の基礎研究や先
端技術ないし研究技術人材といった資源を活用する産学連携を通して事
業における技術基盤を強化し，競争力ある事業のマネジメントに資する
効果に期待される。例えば，フォトニック結晶を用いた光通信用合分波 
65) 2004年における日本の研究費で，大学は3，2740億円の19.3%，公的機関は 
1，498億円の8.8%を占め，研究者数で大学は28.4万人の36.1%，公的機関は 
1.6万人の4.3%を占め，日本の科学技術力に対する大学や公的機関における
潜在能力の高さが少なからず窺われる。文部科学省編『平成18年版科学技術
白書』国立印刷局， 2006年， 372，374頁。 
6)資源依存論については， Pfeffer，J.and G.R.Salancik，The Extemal Control of 
Organizαtions: A Resource Dependence Perspective，Harper &Row，1978.を参照。 
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器の実用性能の実証など東北大学との共同開発を通して成果をあげてい
るNECのケースにみられるように 大学での基本原理に基づいた客観
的評価，ないし実際の開発に際しての論理的アドバイスなど大学の知見
を企業の開発戦略の一部に組み込み 事業をマネジメントしていく点で
産学連携は大きな意義をもっといえよう。
なかでも企業が基礎研究で大学と連携する意義としては，基礎研究の
延長線上で応用・開発がよりスムースに進められ 先発開発者としてよ
り多くの創業者利得が期待されることや，価値観もやり方も異なる大学
での研究開発を通してニーズ対応型の企業の研究技術者としての奥行き
を深める効果などがあげられる67)。こうした産学の関係はまた，大学は
単に基礎研究を行い その成果を産業界へ一方向的に移転するリニアモ
デルでなく，産業界の技術的な課題解決や社会的ニーズに応える役割が
求められる連鎖モデルによってイノベーション・プロセスを捉えていく
必要性を示唆している。
いずれにしても大学で行うリスクの高い基礎研究や先端的な研究開発
にリンクする形で 企業は事業における技術的な課題を原理・原則面か
ら解決し，その点で技術優位性を発揮し，競争力ある事業の技術基盤を
マネジメントしていく重要な開発戦略として産学連携は位置づけられる。
したがって産学連携は，単に科学技術的知識の制約の強い技術課題に対
する補完的な開発戦略であるばかりでなく，市場ニーズに基づく独自の
事業コンセプトを実現すべく技術基盤を基礎研究や実証の観点から強化
し，競争力ある事業としてイノベーション・プロセスをマネジメントし
ていく技術経営の開発戦略としても大きな意義をもつこととなる。 
67)企業における基礎研究の意義については， Rosenberg，N.，“Why do firms do 
basic research (with their own money)?"，Research Policy，Vol.19，No. 2，1990， 
pp.165-174.を参照。 
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2 )産学連携の促進策
技術経営の開発戦略として大きな意義をもっ産学連携にあっては，大
学と企業の間での使命や目的の違いをはじめ，オープンな知の探求と拡
散を目指す大学研究者と機密性を重視する企業それぞれの研究スタイル
の違い，長期対短期という研究開発の時間軸やそれに伴う研究手法の違
いなどの問題が指摘される。また大学サイドでは，費用対効果の視点か
ら製品を開発し，開発した製品を製造，販売するという事業プロセス全
体を計画的に進めていく経験に乏しい問題も指摘される 68)。
そこで，技術経営の開発戦略として産学連携により事業コンセプトの
技術基盤を強化し，競争力ある事業としてマネジメントしていく上で，
以下のような方策が必要となろう。第 1は，組織契約上の連携を推進し
ていくことである。これまでの企業と大学研究者・大学研究室という個
のレベルではなく 例えば東京農工大学と日立によるライフサイエンス
分野での組織的連携協定にみられるように69)，企業と大学の組織レベル
での契約上の連携を促進することは，単なる当該分野での共同開発にと
どまらず，人材交流や人材育成の枠組み作りとして長期インターンシッ
プやMOT講座の開設など個のレベルを超えた組織レベルでそれぞれの
強みを活かした広範な内容を包摂する提携関係をもたらすこととなる。
まさに技術基盤を強化し，強化した技術力を競争力ある事業としてマネ
ジメントしていく技術経営の開発戦略として産学連携を実施していく上
で，パートナーの強みをより広範に活用していく組織レベルでの契約上
の連携を強化していくことが必要となる。
なお組織契約上の産学連携の推進に際しては 次のような条件が整備 
68)産学連携に際して，大学および企業サイドでの問題点については，拙稿「開
発提携戦略としての中小企業の産学連携J r千葉大学経済研究』第16巻第 2号， 
2001年 9月， 378~382頁を参照されたし。 
69) r日経産業新聞j2006年 5月10日。 
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されつつある。例えば 国の委託研究を通して得られる知的財産につい
てはこれまで100%国に帰属していたが， I産業活動再生措置法J(1999 
年10月)により国による全ての委託研究に係る知的財産権については 
100%受託企業に帰属することと改定され政府資金の供与されている
産学委託研究に対する企業のインセンテイブが高まっている。
また研究成果の取り扱いについても，これまで大学研究者はいち早く
研究成果を論文として発表したい一方で，企業は研究成果である新技術
を特許出願まで非公開にしたいという知財保護に対する認識ギャップの
問題があった。この問題に対しても，大学研究者の特許取得を業績評価
の項目として取り入れる大学が多くなり 大学での特許取得へのインセ
ンテイブが高まり 研究成果の特許化の取り扱いでも同じ方途がみられ
つつある。さらに発明に関する権利帰属の問題についても，企業では社
内規定により従業員に帰属する権利を企業に譲渡させ，その対価として
発明報奨金を支払うのが一般的であり 70)，大学でも大学組織の帰属とし，
大学研究者には発明補償金で報いる方向に進みつつあり，いずれも発明
に関する権利帰属は契約や職務規定により組織帰属と同じ方途にある。
こうしたシステムの方途は まさに組織契約上の産学連携を推進する基
盤整備のーっとなろう。
第 2に，開発初期段階での綿密な開発が重視される技術経営の開発戦
略の中で，研究コンセプトの設定段階に至るまで大学とのより緊密なコ
ミットメントが求められる。大学の研究開発では，これまで基礎研究を
重視する傾向が強く しかも大学研究者の産業界での経験が必ずしも豊
かでないことから，大学の研究成果をそのまま事業化できるものは少な 
70)企業の研究者で職務上得た特許権等については，報奨金やロイヤリティの配
分などにより 81.4%で企業組織に帰属する結果となっており，企業における
特許の大半が組織帰属となっている。文部科学省編『平成14年版科学技術白
書』財務省印刷局， 2002年， 81~82頁。 
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く7九大学等の研究成果を競争力ある事業として展開していくことを妨
げる大きな要因となっていた。このため大学との受託研究や共同研究を
通して企業の技術ニーズを大学の研究活動に反映させてより緊密に開発
を進めていくことはもとより，企業の研究テーマの設定段階から積極的
に大学がコミットしていくよう開発初期段階から大学の研究活動を関連
づけて競争力ある事業としてマネジメントしていくような施策が必要と
なろう。
例えば，設定した開発テーマに相応しい開発メンバーを集めるのでは
なく，研究テーマの設定段階から開発メンバーを募集し，参加したメン
バーの多様な視点から研究コンセプトやテーマを設定するなど，まさに
開発初期段階から参加メンバーが独自のアイデアや知識を積極的に提供
する産学融合型の研究開発を通して高誘電体メモリーを開発したローム
のケース72)，あるいは研究テーマの選定やコンセプトを確定していく
「連携協議会jを通して， しかも製品技術だけでなく生産装置，検査お
よぴ分析などを包含した密接な共同研究を推進する包括的連携協定を締
結した信州大学工学部と多摩川精機のケースにみられるように，事業コ
ンセプトや研究テーマの設定段階からの産学連携による新製品の開発や
事業の展開を組織的に促すメカニズムをとっているケースが既にみられ
る。
いずれにしても研究テーマの設定段階から大学が積極的にコミットし，
事業コンセプトにおける技術的目標を共有しながら基礎，応用，開発，
事業化までを見通して競争力ある事業としてマネジメントしていくこと 
71)大学の研究活動に対して「成果の実用化が考慮されていないJ(38%)といっ
た企業による批判的な意見の多いことからも，日本企業にとって大学の研究
成果が実用化されにくい評価が窺われる。文部科学省編『平成13年版科学技
術白書』財務省印刷局， 2001年， 62頁。 
72)小林雅一「ロームのR&D戦略J r日経ピズテック』日経BP社， NQ009，2005 
年10月， 99~104頁。 
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が，技術経営の視点に立った産学連携において必要となる。そこから，
大学においては基礎研究による科学技術的知識の創出だけではなく，経
済社会的な価値の創造に結びつくような研究開発が，また企業サイドで
も科学技術的知見を踏まえたイノベーション志向の技術経営が強化され
ることとなろう。
第3に，産学問での技術移転の源となる企業の技術ニーズを大学が理
解し，また大学の潜在的な研究能力や研究成果を企業が認知するような
産学マッチング・システムを構築，整備することが必要となる。技術経
営における開発戦略としての産学連携の前提として，技術シーズとニー
ズのスムースなマッチングが不可欠であり そのため産学双方の出会う
システム自体の構築と整備が不可避となる。
産学マッチング・システムとしては，大学での知的財産本部や産学連
携推進室， NECの「連携ラボ」にみられるょっな新技術の創出から実
用化までの死の谷を克服するため大学研究室と企業研究所が一体となっ
て事業化をめざした研究を進める産学連携に係る専門的な組織の設置を
はじめ，学術発表，特許フェアの開催，パテント情報誌の刊行，産学懇
親会や産学共同ワークショップの開催など様々な形態が考えられる73)。
こうしたシステムの整備は，産学問での情報や技術の交流を活発にし，
産学双方のシステムの相違についての認識や理解を深めることとなる。
そのことが，大学研究者の知見や専門知識を企業の技術ニーズに沿った
事業化へよりスムースに結びつけ，技術優位に基づいた競争力ある事業 
73)企業が大学等の研究開発に関する情報アクセスで重視する方法として， r出版
物・報告書j，r ，r 項目の情報源があげられている。学会等j 特許」の上位3
永田晃也，前掲稿， 7頁。さらに技術応用可能性の開拓に際して社外との
きっかけとして， r口コミj(63%)や「学会j(61%) 文献j(45%)など，r
の方法があげられている。竹田陽子「研究開発者による技術の応用可能性開
拓行動」技術革新型企業創生プロジ、エクト， Discussion Paper Series 06-06， 
2006年2月， 4頁。 
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としてイノベーション・プロセスをマネジメントしていく技術経営の産
学連携として有効な方策となろう。 
6 小括
新製品を開発し，新規事業を起こし，イノベーションを活性化してい
く上で，その原動力として新規のあるいは高度の技術力が求められると
同時に，市場ニーズに相応しい事業コンセプトへ開発成果を活用し，競
争力ある事業としてマネジメントしていく方法論が課題となっていた。
その方法論として，単に技術に係る研究開発の管理にとどまらず，技術
を中心に新製品の開発や事業へ開発成果を活用し，競争力ある事業とし
て展開していくイノベーション・プロセスのマネジメントに力点をおい
たのが技術経営であった。
研究，開発，設計，生産，マーケテイングなど一連の経営機能が関連
するイノベーション・プロセスをマネジメントしていく技術経営の特徴
のlつとして，市場ニーズと研究開発との一体化を図ることはもとより，
事業の技術基盤である技術力を評価し 技術課題に対して必要な技術を
開発，強化し，蓄積していく技術開発戦略と，差別化の要因となる経営
資源としての技術力を事業コンセプトに沿って有効活用し，競争力ある
事業ポジションをもたらし，企業成長を図っていく経営戦略とを関連づ
けていくことがあげられる。そつした特徴をもっ技術経営の開発戦略に
おいては，技術の高度・複合化，開発のスピードアップ，開発費や開発
リスクの軽減，技術の標準化，開発初期段階での開発重視など開発戦略
上の課題から，自前主義の開発活動を見直し，今後ますます外部の開発
力を戦略的に活用していくことが大きな開発課題となっていた。
その中で，外部の開発力を活用していく開発提携も，単に開発上の課
題へ対応していく開発戦略としてではなく，技術経営の視点から経営戦
略と明確に関連づけて競争力ある事業としてマネジメントしていく開発 
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戦略として位置づけていかなければならなかった。すなわち開発提携は，
単に開発コストやリスクの軽減，開発のスピードアップなど開発の優位
性を追求するのではなく 新規事業など独自の事業コンセプトを実現す
る技術基盤における開発優位性を通して競争力ある事業を確立し，マネ
ジメントしていく開発戦略として改めて捉えていかなければならなかっ
た。そのため開発提携も 技術経営の観点から経営戦略の中で明確に位
置づけ， トップが関与し，中長期的な視点から提携能力を強化するなど
の提携マネジメントを必要としていた。
さらに外部開発力の活用形態としての産学連携においても，技術経営
の観点から産学双方が新しい科学技術的知識の創出，新製品の開発，新
規事業の創出を通して持続的なイノベーションの実現に向けて大きな役
割をもつことを認識した上で，組織レベルでの契約関係の下で研究テー
マや事業コンセプトの設定段階から大学が積極的にコミットするととも
に，産学双方がスムースに出会うシステムを構築，整備していくことが
求められていた。 
(2008年2月28日受理) 
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